








一 平成5年(1993年)11月12日,「行政手続法」(法律88号)が,日 本国憲法制定後約半世紀 を経
過 して制定 されたが,こ のわが国の行政手続法制 は,歴 史的にはつぎのような経緯 を辿 った。
明治憲法下 では,ド イツ型 の行政 法制度 に依 拠 し,ド イツ的な 「法律 による行 政の原理」 を採 用
し,処 分の相手方の権利 ・利益を擁護 する という行政手続 には関心がなか った。
第二次大戦後,ア メ リカ法の思想 に基づ き,日 本国憲法が制定 され,行 政手続の根拠 を日本国憲法
31条の 「何人 も法律 の定める手続 によらなければ…自由を奪はれ…ない」 に求め る解釈論が展開 され
た。一方,ア メ リカでは1946年に行政手続法が制定 された。わが国で も個別的 に行政手続の規定が設
け られたが,こ れ らの規定は一定 していなか った。
二 日本国憲法施行後13年を経た昭和35年10月に,日 本公法学会が行政手続 法を主題 として とりあ
げた こともあ り,こ の頃か ら行政手続 に関す る研究発表が多 くなった。昭和37年10月に事後救済手続
としての行政不服審査法及び行政事件訴訟法が制定されたが,これらの法律の審議過程においても行
政手続法の制定が論議された。
昭和38年9月18日に,東 京地裁 は 「個人 タクシー事業:免許申請却下処分取消請求:事件」について判
決 を下 し,ま た,同 地裁 は,同 年12月25日「群馬中央バス事件」 について判決を下 したが,両 判決 と
も行政手続の立場か ら介入 し,裁 判所が行政手続 に関心 を持 っていることを示 した。
三 昭和39年2月に第一次 臨時行政調査会 は,168条か らなる1宥 政手続 法草案」 をまとめて,政




本的 には,行 政庁側 に とっては行政手続法 によ り行政手続が統一 されることが行政の多様性 に対 し障
碍 となること,ま た,行 政庁の処分手続 を適正手続の立場か ら厳格 に規制 することは行政の能率性,
敏速性の要請 に合致 しないことなどの反対論が主張 されたためであった。 しか し,昭 和40年以降,高
度経済成長から派生した公害環境問題の解決を求める住民の意識が高まり,行政手続の理論が住民の
参加 という形で実践 に移 され るようにな った。
このような状 況にあって,最 高裁 は,昭 和46年10月28日,前述の個人 タクシー事業免許申請却下処
分取 消請求事件訴訟の判決 において,免 許の申請人に対 し,そ の主張 と証 拠の提出の機会を与 える と
いう 「公正 な千続」に よって免許の許否 について判定 をうけるべ き法的利 益を保障する必要がある と
いう判断 を下 した。
四 昭和50年代 に入 り,行 政手続 との関係 で情報公開の問題が提起 された。具体的 には,昭 和51年
の ロッキー ド事件の発生の頃から情報公開の要求が明 白に叫 ばれ るにいた ったのである。 その ような
時期 に,情 報公開 について注 日されたのが,外 務省機密漏洩事件判決(最 高昭和53・5・31決・判例
時報887号1頁)であった。 この事件 を契機 として,国 民の 「知 る権利」 に対 す る要求が一気 に表面
化 し,ま た,航 空機購入に関 する疑惑問題 な どが社会的に も政治的に も,ま た法的 にも問題 とな り,
内閣総理大臣の諮問機関として 「航空機疑惑課題等防止対策に関する協議会」が設置された。同協議
会 は,(1)政治の浄化 と企業倫理 の確立 を検討すべ きこと,(2)行政の公正確保 のため に行政指導 の根
拠,手 続,責 任の所在 を明確 にすること,(3)許認可の運用 に当たっては民意 を反映 させるための対策
を講ずべ きこと,(9)一般的行政手続の整備 を長期的課題 として検討 すべ きこと,な どを提 言 した。 こ
の提言がなされた2年 後,昭 和56年3月に第二次臨時行政調査会が発足 し,昭 和58年3月に最終答 申
を行 ったが,行 政手続 に関 しては,情 報公開,個 人情報の保護,オ ンブズマ ン制度 の必要性 を提言 し
た に止 まった。
五 また,平 成元年 に,第 二次臨時行政改革推進審議会 は,「公的規制 の在 り方 に関す る小委員会
報告」において,「個別法を越 えた行政手続 に関 する基本的 ルール を確立すべ く,手続法制 の整備 に
向けた検討作業 を早期に本格化させるべ きであ る」 と指摘 した。 この ような公的規制緩和 の推 進 と連
動 して,行 政手続法制の整備の重要性が認識 され,法 制化の動 きが一気 に加速 された。
,
六 平成2年{1990年)4月の第二次行革審最終答 申においては,「行政手続の内外 への透明性 の
向上,公 正の確保等 を図 るため,処 分手続等 に関 し,法制 の統一的な整備 に向 けて,専 門的な調査審
議機関を設置 して,検 討す るとともに,早 期 に結論を得て実施 に移 す もの とする。 これに際 し,行 政
指導 に関す る手続的な規制及 び事後救済制度 について も検討する」 ことが提言 され,同 月,そ の提言
を実施 に移すことが閣議決定 された。
平成2年10月31日,第三次臨時行政改革推進審議会の下 に 「公正 ・透明 な行政手続部会」が設置 さ
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れ,行 政手続 法案の本格的検 討が開始 された。 この部会では,(1)これ までの行政手続法 に関す る研
究 ・検討の経緯 についての概況説明,② アメ リカ ・ドイツ ・フランス等の諸外国 における行政手続 法
の内容の紹介,(3)行政手続の 日的,迅 速性 ・簡素化 の要請,情 報公開制度 との関連,一 般法たる行政
手続法 と個別の法律 との関係,(4)行政手続法 として整備すべ き手続,{5)地方公共団体 の行う手続 の問
題 等につ いての討議が行われた。そ して,平 成5年(1993年)11月12日に 「行政手続法」(法律88号)
が制定 された。
行政手続法 は,適 正手続の法理 に基づ き,「不利益処分」については通知 と聴聞の要件を課 してい
るが,「申請に対す る処分」 に通知 と聴聞の要件 を課す ことについては明文をもって規定 していない。
本研究では,行 政手続法が制定 される以前の判例 を中心 として,行 政処分の決定手続 と適正手続 と
のかかわ り合 いについて検討 を加 えた。
二 憲法31条と 「行政手続Jと の関係 についての裁判例
一 最高裁 が,成 田空港 内工作物 等使 用禁止命令取消等請求訴訟上 告審判決(平 成4・4・1大
判 ・nll,.,和61年(行ツ)第11号)に おい て憲 法31条と行 政 手 続 との 関係 につ い て直 接触 れ た こ とは,
「行政手続」 とい う法概念が法理論上確認 された ということであ り,注 目すべきことであった。・
すなわ ち,最 高裁 は,本 判決 において,「憲法31条の定め る法的手続 の保障 は,直 接 には刑事手続
に関す るものであるが,行 政手続については,そ れが刑事手続 ではない との理 由のみで,そ のすべて
が当然 に同条 による保障の枠外 にある と判 断することは相当ではない」 と判示 し,憲 法31条の 「法 的
手続の保障」規定 は行政手続 に も適用 され うることを明白にしたのである。
二 従来 から,憲 法31条の法定手続の保 障の規定 が行政手続 にも適用 されるか否か は議論のあると
ころで あ った。 た とえ ば,東 京 地 裁 昭和54年9月13日 判 決 く判 例 時 報963号20頁)は,道 路 法8条 の
決定に至 る手続 に関 し,「憲法31条の規定 は,そ の位置及 び表現等 から考 えて直 ちに本件決定に関 す
る手続の ような行政手続 に適用がある もの と解することはで きない」 と判示 し,憲法31条の行政手続
への適用 を排除 した。一方,農 地法20条の許可について理由の記載が問題 となった事案について,東
京地裁平成元年12月22日判決{訟 務 月報36巻6号1123頁〉 は,「行政手続 について憲法31条の適用 な
いし準用があるか どうかは しば らくおき,行 政手続 が公正な手続によってなされなければな らないこ
とはい うまで もない」 と判示 しているように,憲 法31条が行政手続の根拠規定 となるか という点 につ
いては判断を回避 していた。
また,以 下 に掲 げる最高裁判所の代表 的な4つ の判決においても,憲 法31条と行政手続 との関係 は
必ず しも明白で はなかった。 すなわち,
(1)関税法118条1項による第三者の財産権 の侵害 と適正手続 の原期 との関係が問題 となった関税
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法 違反 未遂 被 告 事件(最 高 昭和37・11・28判・判 例 時 報319号6頁)に お いて,最:高裁 は,「第三 者 の
所有物の没収は…その刑事処分の効果が第三者にも及ぶものであるから,所有物を没収せられる第三
者 について も,告 知,弁 明の機会 を与 えることが必要であって…適正 な法律手続 によらないで,財 産
権 を侵害する制裁 を科 す」 ことは憲法31条に違反 する とした。
② 個人タクシー事業の免許に係る処分と適正手続の原則との関係が問題となった事件(最高昭和
46・10・28判・判 例 時報64i号22頁)につ い て,最 高裁 は,「免許 の許 否 を決 しよう とす る行 政庁 と し
ては,事 実の認定 につ き…不公正 な手続 を とってはな らない」「申請人 にその主張 と証拠の提出の機
会 を与 えなければな らない」,申請人は 「この ような公正な手続に よって免許 の許否につき判定 を う
くべき法的利益 を有す る」 と判示 した。
(3)所得税法に基づく質問検査と適正手続との関係が問題となった川崎民商税務検査拒否事件(最
高 昭和47・ll・22判・判 例時 報684号17頁)につ い て,最 高裁 は,憲 法38条1項 に よる保 障 は,「純 然
たる刑事事件においてばか りでな く,そ れ以外の手続 において も実質上,刑 事責任追求のための資料
の取得収集に直接結 びつ く作用 を一般的 に有す る手続 には等 しく及ぶ もの と解す るの を相当 とする」
と判 示 して い る。
(4)バス路線の免許の不許可処分 と適正手続 との関係が問題 となった群馬中央バス事件(最 高昭和
一50・5・29判 ・判 例 時 報779号22頁)につ いて
,最 高裁 は,「免許 の許 否 の 決定 の適 正 と公正 を保 障 す
るために制度上及び手続 上特別 の規定 を設 け,全 体 として適正な過程 によ り右 の決定をなすべ きこ と
が法的 に義務づけ られてい る」「憲 法31条が行政手続 にも適用ない し準用 されるか どうか は,特 に ご
れ を論ずる必要はないところである」 と判示 した。
最高裁 の以上4件 の判決 は,憲 法31条の適正手続の規定が行政手続 に適用 されるか否かが問題 とな
った事案 についての判 決であるが,最 高裁は明確 に判断す る ことを回避 して きた とい うことが で き
る。
三 群馬中央バス事件第1審,第2審 及び農高裁判決の適正手続についての見解
一 わが国の行政手続の法制 に重要な問題提起を した群馬 中央バス事件の第1審 ,第2審 及び最高
裁の判決 を通 じて;行 政手続 と適正手続 との関係について,ど の ような ことが法的に問題 となってい
るカ}を考察 し,行 政手続法制が裁判上,行 政上,ど うい う形 態で問題 となるのか,そ の問題 の所在 を
検討 した。
二 東京地裁判決において行政処分手続と適正手続との関係が問題となった論点
(1}憲法V条,31条は,行 政上の適正手続の憲法上の根拠規定 とな り得るか。.
{2)現行法制上手続規定がない場合 に,ど の ような手続 に従って行政処分 を行 うのか という点 につ
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い て は, 行政庁の裁量 に全 く委 ね られてい ると考 えてよいか。
(3}国民はつねに恣意独断を疑われ ることのないような手続 によって行政庁の処分 を受 ける手続上
の保障を受けているか。 また,行 政庁は,他 事考慮 を疑われることのないような行政処分 を行 う義務
を負 って いない のか。
(4)裁判所 は,行 政庁の専門技術的な知識 ・経験ないし公益上の裁量判断 によらなけれ ばな らない
よ うな行政処分について,適 正手続の立場 から介入できるか。
(5)国民 は,行 政庁の専門技術的知識 ・経験ない し公益上の裁量判断によることが必要 とされてい
るような行政処分が行われる手続過程 において,行 政庁の恣意独断ない し他事考慮 によって処分がな
された とい うことを簡単に証明 できるか。
(6)裁判所は,行 政庁の専門技術知識 ・経験ない し公益上 の裁量判断 によるような行政処分 につい
て, 行政庁が適正な手続 に従って処分 を行 ったことをまず第一に主張立証すべきであるとい う方法 に
よ っ て, 司法審査 を行 うべ きか。行政処分 を行 う手続には,裁 判所の手続 と同様 の厳格 さと慎重 さが
要求 され るか。
(7)行政庁の恣意独 断ない し他事考慮 を疑 うことが客観的 にいわれがない といわれ るような適正手
続で あるかは一律 に決定す ることができるか。
(8)適正手続という観点から見た場合,営業の許可を行う場合の手続と公企業の特許を行う場合の
手続 とは異なるか。
(9}運輸審議会 は,現 行法上,い わゆる諮問機関たる性質 を有するに とどまるか。
(1①運輸審議会 は,事 業の免許及びその取消し等の事案 に関す る限 り,実質上のいわゆる参与機関
としての性格 を有 するか。
(1D運輸審議会 は,一 般乗合旅客 自動車運送事業 の免許申請事業の審理にあたって,も っぱ ら公益





は同 じであ ると考 えてよいか。
(垂の 公聴会の審理手続 は,審 理の対象 となる事項 の性質 により異 なるか。
(15)運輸審議会が公聴会を開くか否かを決定する基準は何か。
q⑤ 運輸審議会が,処 理箏件数の多い ことを理由に,公 聴会中心主義の原則 を緩和す ることは,適
正な処分手続 の点 か らい って妥当か。
(17)道路運送法第6条 第1項 第1号 は,「当該事業 の開始 が運送需要 に対 し適切 な もので ある こ
と」,第5号 は 「その他当該事 業の開始が公益上必 要であ り,且 つ,適 切 な ものであ ること」 と定 め
て い るが, このような抽象的免許基準では,ど のような事実が重要であ り,ど の点が問題であるかに
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ついて,申 請人 や利害関係人が的確に認識す ることができるであろうか。
(18)運輸審議会が決定(答 申)を 下すために運輸省内部部局の提供する資料 に基づいて判断する場
合,そ の資料 について申請人及 び利害関係人 に反証の機会 を与 える ことは,適 正手続 に合致す るか。
⑲ 処分権者 であ る運輸大臣は,運 輸審議会の答申をどの程度尊重 しなけれ ばな らないか。
⑳ 運輸審議会の手続内容に違法があれば,そ の答申に基づ く処分 も当然違法 となるか。
⑳ 公聴会において運輸省の職員が事案の問題点を説明せず,運輸審議会も主張 ・立証すべき点を
明 らかにしなかった場合,申 請人 に対 し十分な主張 ・立証 の機会を与 えたこ とにな るか。
吻 運輸審議会は公聴会で主張された意見をどの程度考慮して判断すべきか。
⑳ 運輸審議会が,独 立性,公 正 さにおいて劣 る運輸省所管局 の意見 を聞 くため審議 を遅 らせ るこ
とは妥 当か。
⑫の 運輸審議会 は,係 属中の事件数が多い ことを理由に現地調査 を省略 できるか。
(25)処分権者 が直接利害関係を有 する事案 について処分 をすることは,適 正手続に反 しないか。
㈹ 処分権老である運輸大臣 く被告)が巾請却下処分をし,訴訟が提起された後に新たに収集した
資料 に基づ く判断 を却下理由 としてのべることは,適 正手続 に反 しないか。
⑳ 処分の内容の正当性が客観的に明白である場合には,処分手続の毅疵は処分取消事由とならな
い と解 して よい か。
三 東京高裁判決 において行政処分手続 と適正手続 との関係が問題 となった論点
(1)運輸審議会 は,答 申決定をするまで に2年 以上の期 間を経過 して・いるにもかかわ らず,そ の間
に当:事者の意見聴取 をしなかった ことは妥当か。
② 運輸審議会 における公聴会の手続 には,事 案 の争 点 について当事者に主張 ・立証 を促 し,攻
撃 ・防禦の方法 を尽 させ る司法手続 のような厳格な手続 が要求 され るか。
{3)運輸審議会 は,積 極的 に申請者 に対 し事案 の問題点 を指摘 して主張 ・立証 を促す義務 が ある
か 。
{4)運輸審議会が申請事案 を審理す るに当って現地調査 をしなかった ことは不 当か。
㈲ 運輸審議会 が事務 当局 の意見 を徴 することによ り,自 由心証 の実が失 われ るこ とにな らない
かQ
㈲ 運輸審議会の委員6名のうち交代した3名の新委員は公聴会に関与せず,公聴会の速記録が紛
失 したためその審議内容 も知 ることができなか ったはずであるのに,新 委員が加わ ってなされた同審
議会の答 申は公正を欠 く決定 とい えないか。
(7)行政庁が行 う処分 の性質,目 的,内 容 によ り,処分 を行 う場合 の公正 な手続 の内容 は異 なる
か 。
(8)申請事案 について どのような手続,方 法で審理 し,聴 聞を行 うか は行政庁 の裁量 に委 ね られ る
べ き で あるの か。
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U)行 政庁は,憲 法31条が刑事手続だ けでな く行政手続 にも適用ない し準用 され ることを明 白に し
て行政処分 を行わ なければな らないか。
② 一般乗合旅客自動車運送事業の免許の許否を決定する手続において,陸運局長による聴聞と運
輸審議会における公聴会の重要性 は異 なるのか。
(3)諮問機関の審理,決 定(答 申)の 過程 に重大 な法規違反が ある場合 には,こ れを経 てなされた
処分 は違法 として取消 されるか。
(4)法が公聴会 の審理 を要求 している場合,申 請者 にどのような形で意見 と証拠 を提出 させれ ば,
「適正手続」に合致 した といえるか。
以.ヒの論 点 の うち,と くに重 要 な点 は,(1》憲 法 正3条,31条と適 正手 続,(2)国民 に対 す る行 政 上 の適
正手続の保障の限界,③行政庁の専門技術的知識 ・経験に基づく処分に対する裁判所の介入の方法,
(4)営業の許可及び公企業の特許 と適IE手続 との関係,(5藩議会の公聴会 と適正手続 との関係,(6)審議
会が決定(答 申)を 下すための内部部局の資料 と利害関係者に対 する反証の機会の保障 との関係,(7)
直接利害関係を有する処分権者が行う処分と適正手続との関係,(8}審議会の委員の交代と適正手続と
の関係,(9}審議会 の審理手続の違法 と免許申請却下処分 との関係,⑩ 公聴会の審理 における当局の資
料提出の限界,な どである。
五 群馬中央バス事件の東京地裁判決のほかに,行政処分について適正手続の遵守を積極的に要求
した判決 として,公 有水面埋立免許取消請求事件(松 山地昭和43・7・23決・判例時報548号63頁)
がある。すなわち,裁 判所 は,公 有水面埋立法弟4条3号 に 「該 当するときは地方長官 は埋立 を免許
することがで きる旨をいうのみであって,右 免許 にあた り,こ れによって不利益 を受 ける利害関係人
の権利 を保障するための手続規定を全 くもうけてお らず,他 の法令中 にも右の手続 を定めた ものが見
当らない(右免許に基づく工事の実施により利害関係人に生ずる損害の補償に関する規定は存在する
が,い まここで問題 にしているのが右 免許処分 の際の権利保障規定で あ るか ら,こ れ は別問題 であ
る)。しか しなが ら当裁判所 は,同 条にいう免許処分(同 法第92条の承認処分 も同様 であ る)を す る
にあたっては,少 くともその公有水面に関 し権利 を有する者に右免許 に関 し意見を述べる機会 を与 え
ることが適正手続 を保障 した憲法第31条の要求 する ところであると考 える。」 と判示 してい る。
この判決は,公有水面埋立法に免許により不利益をうける利害関係者の権利保護のための手続規定
がない場合 でも,憲 法31条の規定を根拠に適正手続の保障が認 められると判示 したのである。
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しか も,本 判決 は,憲 法31条は行政手続や財産的利益の剥奪の場合 にも適用 され る と断定 してい
る。すなわ ち,「憲法31条は行政手続や財産的利益 の剥奪 に関 して も適用がある と解すべ きか とい う
点については,周 知のように多 くの議論があるけれ ども」 と前置 きして,「当裁判所 は右のいずれの
場合 についても同条の適用を肯定するのが相当である と考 える」 と明言 している。
そして,こ のような憲法31条と行政手続 との関係を前提 として,公 有水面埋立免許 と告知,聴 聞 と
の関係 について,裁 判所 は 「本件においては,か かる告知,聴 聞の機会が申立人 に対 し与 えられた こ





れるとする説,② 身体 の自由な どに刑罰類似の重大な侵害 を及 ぼす手続 には適用されるとする説,③
行政行為 の種類 によって適用するか否かを決定す るとする説などに分類する ことができる。
下級審 においては,憲 法31条を行政手続 に適用 することを全 く否定す る見解は少ない といえよう。
最高裁 は,従 来,憲 法3ユ条を適正手続 の保障の根拠規定 として明確には認めず,個 人の生命,身 体の
自由を剥奪する処分,個 人の意志 と無関係 に刑罰類似 の制裁 を科する手続,た とえば伝染病予防法 に
よる強制処分 などについては適用する とい う見解 を採用 していた(最 高昭和41・12・27判・民集20巻
10号2279頁)。
`
二 憲法31条と適正手続 に関する学 説は,(1)憲法31条は行政手続には適用 されないとする説(行 政
手続不適 用説),(2)憲法31条は行 政手続 について も適正 な手続 を要求す る とす る説(行 政手続適 用
説),(3)憲法31条は行政作用(処 分)の 手続 に もまたその実体 にも適 用 され るとす る説(行 政手続 ・
実体適用説)に 分 けられ る。
このうち,(1'の行政手続不適用説 は,そ の根拠 として,(i)憲法31条が 「その他の刑罰を科せ られな
い」 と規 定 し,と くに 「刑 罰 」 に関 す る規 定 とい う文言 を使 用 してい る こと ,{ii》憲法31条は同条以 後
に続 く各種の刑事手続 条項を導 く一 般 的,総 則的規定 の地位 に置かれ ていることか ら,同条が刑事手





か,す なわち,行 政庁の側か らすれば,行 政処分 を行 う場合,ど の程度適正手続 の原則(告 知 ・聴聞
の機会の供与)に 拘束 され るか,と い う点についての裁判所 の見解の動向 を考察 しておかなければな
らな い。
憲法31条の行政手続への適用についての裁判所の見解は,身体の自由などに刑罰類似の重大な侵害
がなされ るよ うな行政手続 につ いて適 用す る とす る説が支配的 である。 しか し,国 民 の権利 を擁護
し,民 主的 な適正 な行政 を行わせ るためには,行 政庁が適正 な手続 の要件 に従 って処 分を行 ったか否
か とい う点 について裁判所の審査が行われなければな らない と考える。
二 わが国の行政手続 については,(1}単に手続が適正でなければならないとい うような抽 象的な理
念 を脱 し,い かなる行政機関のいかなる内容の手続 が適正な手続 として認 められ るのか,② さらに,
その手続の蝦疵がどの程度であれば処分の適否,効力に影響を及ぼすのかなどの行政手続上の実質的
検討がな されなけれ ばな らないのである。 これは,具 体的 に適正手続 とは どの ような もので あるの
か,強 いていえば,行 政手続の司法手続化 はどの限界 まで要求 され るか とい うことで もあ る。た しか
に,行 政手続 を司法手続 に類似 させ るとい うことは,現 代国家の行政が営む機能の範囲 とその膨大 な
量か らして,迅 速 かつ能率的な行政 を阻害するこ とになろ う。 しか し,国 民 の権利,自 由を最大限 に
保障 するためには,適 正 な手続 を確保 することが必要であ り,こ れ を無視 することはで きない と考 え
る。手続 の保護 のないところに,権 利 ・自由の真の保障はあ り得ないか らである。
行政手続法が制定 されたが,以 」二に指摘 した ような τ適正手続 」の法理 を前提 とする法的問題 は今
後 も提起 され ることが予測 され るし,そ れが どのよ うにわが国 に定着す るか は,国 民 の行政手続 法に
対 する関心 と裁判所の適正手続法理 の正 しい適用如何によ り決定 されてい くことと考 える。
註
この行政手続法の編成 は,つ ぎのようである。
第1章 総則 一目的等(1条),定 義(2条),適 用除外(3条),国 の機関等 に対 す る処分等の適用
除外(4条)
第2章 申請 に対 す る処 分一審査基準(5条),標 準処理期間(6条),申 請に対 する審査,応 答(7
条),理由の提 示(8条),情 報の提供(9条),公 聴会 の開催等(10条),複数の行政庁が関与 する処
分(11条)
第3章 不利益処分 一第1節 通則 一処分の基準(12条),不利益処分 をしょうとす る場 合の手続(13
条),不利益処分の理 由の提示(14条),第2節聴聞 一聴聞の通知の方式(15条),代理人(16条),参
加人(17条),文書等 の閲覧(18条),聴聞の主宰 く19条),聴聞の期 日にお ける審理 の方式(20条)i
陳述書等の提出(21条〉,続行期 日の指定(22条),当事者の不出頭等の場合 における聴聞の終結(23
条),聴聞調書 及 び報 告書(24条),聴聞 の再 開(25条),聴聞 を経て され る不利 益処分 の決定(26
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に関連する行政指導(34条),行政指導の方i式(35条),複数の者 を対象 とす る行政指導(36条)
第5章届出一届出(37条).、
第6章 補則 一地方公共団体 の措置(38条)
(たな かだ て し ょ うさつ)
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